Einkommensbesteuerung von dem Wettschein aus der jüngsten Rechtsprechung by 伊藤 嘉規

































































































































































































































































































































































































































































































































































－20 （　  ）－
ろで行いたいと考える。












































「ア　所得税法 27 条 1 項は，事業所得とは，農業，漁業，製造業，卸売業，
小売業，サービス業その他の事業で政令で定めるものから生ずる所得（山林所
得又は譲渡所得に該当するものを除く。）をいう旨規定し，これを受けて，同
法施行令 63 条は，同法 27 条 1 項に規定する政令で定める事業は，対価を得て


















はいずれも赤字であることや，原告は，平成 20 年分において 5482 万 705 円，

























































平成 21 年分が総額 8971 万 9200 円，平成 22 年分が総額 5938 万 2800 円であり，
これらの総額は 2億 5827 万 9400 円である。
ｂ　本件各係争年分における原告の PAT方式による馬券購入に係る払戻金の
額は，年単位でみると，平成 20 年分が総額 9212 万 8980 円，平成 21 年分が総
額 5745 万 900 円，平成 22 年分が総額 3822 万 7060 円であり，これらの総額は
1億 8780 万 6950 円である。
ｃ　そして，原告は，PAT方式による馬券購入により，平成 20 年分として総
額 1758 万 8410 円，平成 21 年分として総額 3172 万 8300 円，平成 22 年分とし




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































－45 （　  ）－
（64）競馬場や場外馬券売り場での購入は執行可能性の問題がクリアにできないので，その点，
公平感に欠けたままではあるが，さりとて競馬場や場外馬券売り場での購入の場合，「資金
を回転させる」という観点が弱いので，大阪事件最高裁判決の論理からして雑所得にはなら
ず，当たり馬券の有無に関しても，TV番組等で購入場面を映されていない限り調査しよう
がなく，また外れ馬券の経費性を認めるのには，証拠が全くない＝外れ馬券を拾い集めるこ
ともできる，ので，そもそも実際のところ課税可能性がないと考えられる。
（65）「払戻金へ源泉徴収課税」の策もあり得ると思われる。髙橋・前掲注（49）43頁以下。
同趣旨，西山・前掲注（6）4頁。
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